
事務事業分析シート（平成22年度）
　 No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

20年度19年度18年度17年度
3,300
1,964
2,391

担当者名
産業振興施設整備

新規事業 22年度 21年度

計画区分

石原　久部課名 産業経済部経営支援課
内線 458小貫　好太

①決算額（22年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

産業振興懇談会での議論において、産学官の顔の見えるネットワーク形成・活性化のために、その拠点とな
る支援施設が将来的に必要になるとの議論ががあった。
東京商工会議所荒川支部からも「中小企業総合センター（仮称）」早期設置の要望が出されている。

必要性

実施
方法

16年度

国（特定財源）
0

0一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

産業基盤の整備・充実[05-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（22年度）

産業振興施設整備基礎調査（01-06-98）

事務事業の種類

課長名

年度平成昭和
年度

根拠
法令等

18

行政評価
事業体系

産業革新都市[Ⅲ]
活力ある地域経済づくり[05]政策

施策

開始年度

4,355

4,355
28

0 4,680

3,000
2,289
2,391

4,680
28

0

2,000
0
0

0
0

0

0
0
0

0
0

0

0

0

22年度21年度

20年度 21年度 22年度17年度 18年度 19年度16年度
産業振興懇談会での検討回数

事項名
1 2 0

（単位：千円）

実
績
の
推
移

-

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

平成18年度、19年度において実施した産学連携、企業間交流、情報提供等、総合的な中小企業支援の拠点と
なる産業振興施設の整備に関する基礎調査の結果を踏まえ、産業振興施設の具体化に向けた検討を行う。

○18年度調査項目
　・荒川区産業の全体像の把握
　・荒川区における産業振興施設の必要性の検討
　・先進事例の調査研究
　・区内産業界のヒアリング調査（ニーズの把握）
　・産業振興施設の全体像の検討（役割検討・条件検討）
　・実現化方策の検討
○19年度調査項目
　・産業振興施設の基本像の整理
　・パターン別イメージプランの作成、イニシャルコストの試算
　・パターン別ランニングコストの内訳と費用の試算
　・パターン別事業採算計画の検討
○産業振興懇談会での検討
　　基礎調査に基づいて、産業振興施設のあり方についての検討を行う。

目的

対象者
等

内容

1直営

-

経過

終期設定

04-02-01



事務事業分析シート（平成22年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

19年度 20年度 21年度 22年度

休止・完了

前年度設定

平成18年度、19年に実施した産業振興施設の整備の必要性や緊急性、必要
となる機能、設置場所、事業コスト等についての基礎調査結果を踏まえ、
産業振興施設の具体化にむけた検討は必要。

問題点・課題の改善策検討

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

Ｑ  「産業振興センター」設置を具体化すること（20年二定）
Ａ　産業振興施設基礎調査では、、ワンストップサービスセンター・インキュベーションセンター・ビジネス交
流センターの三つの機能が必要になるとされている。また、現時点での設置場所としては、西日暮里周辺地区が
相応しいとの方向性が示されている。今後も施設の設置に向けた検討を深めて行きたい。

平成20年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

－

平成22年度（予算）
主な事項 金額（千円）金額（千円）主な事項

0 －

節・細節

委託料 調査委託

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成21年度（決算）

改善により期待する効果平成23年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

平成18年度、19年度と基礎調査を実施し、西日暮里周辺地区が設置場所として相応しいとの方向性が示された。
今後、具体化に向けては西日暮里駅周辺まちづくり事業の方針が決定されることが前提である。

04-02-01



事務事業分析シート（平成22年度）
 No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

区内産業の活性化を図るための今後の区内産業振興施策について､各分野の専門家や先進企業の経営者等の参
画により検討を行い､順次具体化を図る｡

0
0

経過

終期設定

目的

対象者
等

内容

1直営

0

【17年度】
　　モノづくり産業振興に関する検討を実施するとともに、新産業の創造の促進に関する専門調査会を設
　置し荒川版クラスター形成に向けた検討を実施した。

【18年度】
　　モノづくり産業振興や新産業創造の促進に関する検討を引続き実施するとともに､商業振興分科会及び
　小規模企業分科会を設置し、商業及び小規模企業振興策を調査検討した｡また、産業振興施設設置に関す
　る検討を実施した。

【19年度～21年度】
　　産業振興懇談会をそれぞれ2回開催し、懇談会で検討した施策の進捗状況や新たな事業等について審議し
　た。

産業振興懇談会開催（平成17年度6回・18年度3回開催・19年度以降各年度2回開催）
平成17年度新産業の創造の促進に関する専門調査会3回開催
平成18年度小規模企業分科会5回開催
平成18年度商業振興分科会4回開催、視察会2回開催

（単位：千円）

実
績
の
推
移

2
0

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

16年度
懇談会開催数
専門調査会開催数

事項名

分科会等開催数 0

2
0
0

3 2
0
011

0
6
3
0

20年度 21年度 22年度17年度 18年度 19年度

22年度21年度

707

707
707

707

1,146

1,036
331
815

1,146
10

1,173

1,362
326
847

1,173
10170

29,105

29,105
98

21,593

根拠
法令等

17

行政評価
事業体系

産業革新都市[Ⅲ]
活力ある地域経済づくり[05]政策

施策

開始年度 年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

産業基盤の整備・充実[05-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（22年度）

産業振興懇談会運営費（01-13-01）

事務事業の種類

課長名

0

都（特定財源）

新たな産業振興施策の構築には、各分野の専門家や先進企業の経営者等による大所高所からの懇談が必要で
ある。

必要性

実施
方法

16年度

国（特定財源）
21,593

①決算額（22年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

産業経済部経営支援課
内線 458小貫　好太担当者名

産業振興懇談会運営費

新規事業 22年度 21年度

計画区分

石原　久部課名

17年度

6,941
14,652

31,20211,052
20,736
8,369

1,000

1,362
402
598

1,000
7

20年度19年度18年度

04-02-02



事務事業分析シート（平成22年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

荒川区産業振興懇談会の議論に基づいて構築された区内産業振興施策について､その実施状況や課題を懇談会で
検討していく必要がある。

2 2

懇談会会場使用料

50
テープ反訳

515

平成22年度（予算）
主な事項 金額（千円）

26

節・細節
金額（千円）主な事項

平成20年度（決算）
金額（千円）主な事項

委員謝礼 258委員謝礼
委員費用弁償

報償費
委員費用弁償 9

Ｑ　区内産業の活性化に向けて、荒川区の産業のイメージと、その方向性は（平成17年一定）
Ａ　新産業の誘致・育成に向けた具体的な方策は、区議会や来年度に設置予定の「産業振興懇談会」等におい
て、学識経験者や区内企業経営者の意見を十分聞き、早急に取りまとめていく。

事務事業の分類

69
16

52テープ反訳

予
算
・
決
算
の
内
訳

平成21年度（決算）

食糧費 31
特別旅費

懇談会等賄 懇談会等賄 1011

使用料及

懇談会等賄

257
9 委員費用弁償

委員謝礼

需用費

改善により期待する効果

問題点・課題の改善策検討

指
　
　
　
　
標

2

19年度 22年度

2

事務事業の成果とする指標名

推進

前年度設定

22年度の実施状況や、荒川区産業振興懇談会の検討状況
を踏まえ検討していく。

平成23年度以降に取り組む具体的な改善内容

分類についての説明・意見等
今年度設定

新たな産業振興施策の構築のためには、各分野の専門家や企業経営者等に
よる大所高所からの検討は重要である。

推進

0
43

懇談会開催数

懇談会会場使用料 懇談会会場使用料

20年度

2

役務費 テープ反訳

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

消耗品費消耗品費 2

6

21年度

04-02-02



事務事業分析シート（平成22年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ○ 常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

11,016
1,011

11,427
1,012

(1)平成元年7月  地域産業情報システム稼動
(2)平成2年10月  (財)東京都中小企業振興公社の受発注情報（SEI）システムと接続
(3)平成3・4年度 全データの一斉更新調査実施（経費 5,100万円）
(4)平成12年2月 「荒川区産業HP」を開設
(5)平成16年度   システムをリニューアル（17年1月から５年間のサーバーリース契約)
(6)平成20年度  「電子情報システム運営委員会」で、平成22年1月にシステムのリニューアル及び運用の業
                務委託が決定
(7)平成21年6月  システムのリニューアル着手
(8)平成22年1月  リニューアル完了及び保守業務委託開始
                データベースの閲覧、更新作業を、システム専用パソコンから庁舎配置パソコンに変更

目的

11,227
1,018

実施
方法

実
績
の
推
移

産業ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載企業数

事項名

　本システムは、区内企業の情報のデータベース化やその情報の発信をしており、区内企業者等の受発注等に利
用されているため必要性は高い。

経過

終期設定

　区内企業の情報をデータベース化したシステムを整備し、受発注のあっせんや新製品開発のための技術情報の
交流等に活用し、区内産業の活性化をめざす。また、産業ホームページによる区内企業・事業所の紹介、産業情
報・消費者情報の提供や企業相談・消費者相談等の電子メール窓口を設けるなど、ＩT化時代に対応した産業振
興・消費者行政施策を推進する。

(1)産業情報システム登録企業数   11,016社(H22.3.31現在 )
(2)中小企業振興公社登録企業数    1,360社(H22.3.31現在 )
(3)産業ホームページ掲載企業数    1,011社(H22.3.31現在 )
(4)ホームページ訪問回数     　472件／日 (H21.1～H21.12）

(1)地域産業情報システムは、企業名、所在地、機械設備、区施策関連等多岐に及ぶデータが記録され、企業
   相談員の巡回相談と連動して受発注先の開拓、技術情報の提供等に活用されている｡
(2)17年1月に、全業種に対応したより汎用性の高いものにリニューアルした。
(3)17年度からは、今まで企業相談員が主に活用していたシステムを部全体で活用している。
(4)地域産業情報システムの機器等を用いて、荒川区産業ホームページの運用を行っている。
   （http://sangyo.city.arakawa.tokyo.jp/）主なコンテンツは以下のとおり。①あらかわ産業ＮＥＴ公開
   企業の検索・紹介 ②工業振興施策概要　③起業家支援施策概要　④商業振興施策概要⑤観光振興施策
   概要⑥中小企業融資制度概要　⑦消費者情報・相談受付　⑧関係機関へのリンク⑨都・公社等の支援メニ
   ューの紹介（リン ク） ⑩ＭＡＣＣプロジェクトの紹介など

対象者
等

内容

必要性

779
10,766
991

16年度 17年度

産業情報システム登録企業数

5,861
20

19年度

20
3,366

1,708
1,658
2,108 2,073

1,992
1,694

3,686 5,861

20
3,686

20
3,558

3,558 3,366

（単位：千円）
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

2一部委託

4,0032,402

活力ある地域経済づくり[05]政策
施策

開始年度

行政評価
事業体系

根拠
法令等

元

産業革新都市[Ⅲ]

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）
都（特定財源）

事務事業名

産業基盤の整備・充実[05-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（22年度）

地域産業情報システム事業（01-08-01）

事務事業の種類

国（特定財源）

①決算額（22年度は見込み）
予算額

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

2,402

石原　久部課名 産業経済部経営支援課
内線 ４５６廣井　雅夫
課長名

2,402

　産業情報システム保守委託    22年度契約金額756,000円(22年度～26年度までの複数年契約予定)

担当者名
地域産業情報システム事業

新規事業 22年度 21年度

計画区分

17年度16年度
2,717 2,9732,914

20
4,003

1,724
2,279

1,708
1,850

21年度
4,890
4,232
1,629

18年度 20年度

21年度18年度 19年度 20年度
10,598
909

22年度
949
949

949

1,026

949
22年度
11,031

04-02-03



事務事業分析シート（平成22年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区 ）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

(1)データ更新頻度を向上させ、格納情報の鮮度を向上する必要がある。
(2)あらかわ産業NETの公開企業情報ページのコンテンツ等は、画像掲載など多角的な努力を行い、より魅力的
   なものとする必要がある。

システム機器賃借料

平成20年度（決算）
節・細節

　データ更新のための情報入手にあたっては、現行の企業
相談員による巡回ヒアリング方式に加え、電子メールや
ホームページを活用した情報入手方式にも力を入れてい
く。

18

2,890

　産業ＮＥＴの企業情報コンテンツでその企業の概要
が理解でき、さらに企業のホームページで詳細が分か
ることにより、より使いやすくなるとともに充実した
内容となる。

　電子メールやホームページを活用することで、デー
タベースの情報の鮮度が向上し、より新しい情報での
受発注や新製品開発の技術交流等を行うことができ
る。

改善により期待する効果

金額（千円）

【オープン系導入区】江戸川、葛飾、江東、墨田、台東、中央、大田、品川、世田谷、港、目黒、板橋、
  千代田、練馬、文京
【統合情報システム導入区】足立、葛飾、江東、墨田、大田、目黒、板橋、北、豊島、文京、練馬、杉並

未実施実施

平成23年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

他
区
の
実

施
状
況

委託料

使用料

平成21年度（決算）

システム機器賃借料 829
189

金額（千円）

　平成17年1定：区内全事業者のデータベース化を進めるべき。
　平成22年2定：区内全事業者のデータベースの更新を抜本的に強化するとともに、その活用方法を再構築するこ。

主な事項

事務事業の分類

システム通信費等
機器修繕

主な事項

システム通信費等 410 93

システム保守 856システム保守 0

システム保守

306

1,105

システム移行業務等

主な事項

一般需用
役務費

477

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

産業情報システムへの登録企業数
( )は登録率％

1,018
(8.7)

19年度～21年度実績(年度末)

11,427
(95.8)

11,227
(95.7)

11,016
(95.6)

1,012
(8.5)

1,011
(8.8)

推進

前年度設定

産業ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載企業数
( )は掲載率％

　区内企業の情報データベース整備・充実はソフト面からの産業基盤の整
備・充実を図るもので重要。

問題点・課題の改善策検討

19 3

　あらかわ産業ＮＥＴの企業情報のコンテンツ等は、引き
続き充実させていくとともに、企業に対し自社のホーム
ページ作成を奨励しリンクを進める。

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

19年度 20年度 21年度

19年度～21年度実績(年度末)

平成22年度（予算）

消耗品
システム通信費等

22年度

10,787
(98.0)

10,993
(95.6)

1,012
(8.8)

1,024
(9.3)

04-02-03



事務事業分析シート（平成22年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

終期設定

1直営

5

　区内工業団体の活性化を図り、ものづくり産業の振興施策を効率的に展開するため、荒川区工業団体連合
会が主催する事業に対し経費の一部を補助する。

　荒川区工業団体連合会

荒川区工業団体連合会が主催する事業に対し、経費の一部を補助する。
　□　補　助　率：　1/2
　□　補助限度額：　10万円
  □　補助対象事業・経費（以下の4つに該当する事業）
　　1　生産性の向上または販路の拡張を目的とした事業
　  2　経営者・従業員の教育指導に関する事業
　  3　従業員の福利厚生に関する事業
　  4　団体活動の広報宣伝に関する事業

・ 平成 6年度　　　　　工業団体連合会補助開始（予算額200万円）
・ 平成12年度まで　  　パソコン講習会（区のＩＴ講習会と競合し、収益も望めないので見直した。）
・ 平成13年度以降　　  2月の第1週の金曜日に新年賀詞交歓会を開催

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

5
56

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

38

賀詞交換会参加企業数 56 50
5
59

6 5
56

6
56

16年度
構成団体数 6

事項名 20年度 21年度 22年度17年度 18年度 19年度

22年度21年度

100

100
100

100

1,642

100
13

1,629

1,642
20

1,297

100
26

1,271

1,297
15

1,740

100
32

1,708

1,740
2020

1,742

1,742
20

1,761

根拠
法令等

6

行政評価
事業体系

産業革新都市[Ⅲ]
活力ある地域経済づくり[05]政策

施策

開始年度 年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

産業基盤の整備・充実[05-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（22年度）

工業団体連合会補助（01-15-01）

事務事業の種類

課長名

38

都（特定財源）

　区内のものづくり企業を束ねる唯一の団体であり、各団体の維持・継続のために一定の支援を行うことは
必要である。

必要性

実施
方法

16年度

国（特定財源）
1,761

①決算額（22年度は見込み）
予算額

38

100

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

産業経済部経営支援課
内線 ４５９古瀬秀幸担当者名

工業団体連合会補助事業

新規事業 22年度 21年度

計画区分

石原　久部課名

37
1,724

100100
34

1,708

20年度19年度18年度17年度

04-02-04



事務事業分析シート（平成22年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

　平成19年度に構成団体の6団体のうち、1団体が脱会、また、最近の製造業をはじめとした区内中小企業の廃業
等の急増により、参加企業数の減少が懸念される。

特になし。

改善により期待する効果平成23年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成21年度（決算）
節・細節

負担金補 助成金 26 13

金額（千円）主な事項
平成22年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成20年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

助成金 100助成金

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

事業参加企業数 5056 59 56 50

継続

前年度設定

　工業団体連合会は区内のモノづくり企業を束ねる唯一の団体であり、そ
の維持・継続のための一定の支援は、区内産業振興の観点から必要。

問題点・課題の改善策検討

8 14

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

19年度 20年度 21年度 22年度

04-02-04
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